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1.  平成23年12月期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 24,426 △11.0 2,240 △20.4 1,890 △20.1 1,321 0.9
22年12月期 27,444 38.7 2,816 ― 2,364 ― 1,310 ―

（注）包括利益 23年12月期 1,287百万円 （△3.3％） 22年12月期 1,331百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年12月期 32.17 ― 11.6 3.8 9.2
22年12月期 31.90 ― 12.5 4.2 10.3

（参考） 持分法投資損益 23年12月期  ―百万円 22年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 50,055 11,818 23.6 287.62
22年12月期 49,666 11,023 22.2 268.30

（参考） 自己資本   23年12月期  11,818百万円 22年12月期  11,023百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年12月期 4,908 △994 △2,266 4,356
22年12月期 6,881 5,199 △12,534 2,709

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年12月期 ― 0.00 ― 8.00 8.00 328 25.1 3.1
23年12月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00 328 24.9 2.9

24年12月期(予想) ― 4.00 ― 4.00 8.00 32.9

3.  平成24年12月期の連結業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 10,200 △12.6 300 △80.5 100 △92.7 50 △95.4 1.22
通期 24,800 1.5 2,300 2.7 1,900 0.5 1,000 △24.3 24.34



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(注)詳細は、添付資料21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期 41,088,508 株 22年12月期 41,088,508 株

② 期末自己株式数 23年12月期 121 株 22年12月期 121 株

③ 期中平均株式数 23年12月期 41,088,387 株 22年12月期 41,088,397 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年12月期の個別業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 16,068 △16.2 1,071 △33.3 979 △33.7 970 16.2
22年12月期 19,165 6.7 1,606 ― 1,475 ― 835 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年12月期 23.63 ―

22年12月期 20.34 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 42,057 11,385 27.1 277.11
22年12月期 37,908 10,881 28.7 264.83

（参考） 自己資本 23年12月期  11,385百万円 22年12月期  10,881百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は、様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項は、添付資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績 

(1)経営成績に関する分析 

 ①当連結会計年度の経営成績 

 前連結会計年度 当連結会計年度
前年同期比 

増減 
百万円 百万円 百万円 ％

営業収益 27,444 24,426 △3,017 (△11.0) 

営業利益 2,816 2,240 △575 (△20.4) 

経常利益 2,364 1,890 △474 (△20.1) 

当期純利益 1,310 1,321 11 (0.9) 

 

当連結会計年度におけるわが国経済は、生産や輸出の改善傾向や個人消費に持ち直しの動きが見ら

れるものの、企業収益の減少や、東日本大震災の影響により雇用情勢の持ち直しに足踏み傾向が見ら

れるなど、引き続き厳しい状況が続いております。 

当不動産流通業界におきましては、首都圏新築マンションの成約率は高水準を維持しながら推移し

ているものの、首都圏中古マンションの成約件数が前年と比べ減少傾向にある等、予断を許さない状

況となっております。 

このような状況において当社グループは、販売受託事業において手数料収入が増加したものの、ア

セットソリューション事業において販売用不動産の売却が減少したこと及び仲介事業における大型取

引が減少したことにより、当連結会計年度における営業収益は244億２千６百万円（前年同期比11.0％

減）、営業利益は22億４千万円（前年同期比20.4％減）、経常利益は18億９千万円（前年同期比

20.1％減）となりました。なお、東日本大震災に伴い、アセットソリューション事業において保有し

ている不動産の補修費用９千２百万円を特別損失として計上しましたが、連結納税の導入により税金

費用が減少した結果、当期純利益は13億２千１百万円（前年同期比0.9％増）となりました。 

 

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

なお、当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメントの情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。このため、前連結会計年度の数値を新セグメ

ントに組み替えて比較しております。 
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（仲介事業） 

 前連結会計年度 当連結会計年度
前年同期比 

増減 
百万円 百万円 百万円 ％ 

営業収益 2,904 2,225 △678 (△23.4) 

営業利益又は営業損失（△） 508 △53 △561 (－) 

 

仲介事業におきましては、法人仲介において、投資用不動産等の大型案件の取引が減少し、手数料

収入が減少いたしました。 

この結果、仲介事業の営業収益は22億２千５百万円（前年同期比23.4％減）、営業損失は５千３百

万円（前年同期は営業利益５億８百万円）となりました。 

 

 （アセットソリューション事業） 

 前連結会計年度 当連結会計年度
前年同期比 

増減 
百万円 百万円 百万円 ％ 

営業収益 10,625 7,575 △3,050 (△28.7)

営業利益 1,517 1,168 △348 (△23.0)

 

アセットソリューション事業におきましては、販売用不動産の売却及び出資先SPCからの配当収入

が減少いたしました。 

この結果、アセットソリューション事業の営業収益は75億７千５百万円（前年同期比28.7％減）、

営業利益は11億６千８百万円（前年同期比23.0％減）となりました。 

 

 （販売受託事業） 

 前連結会計年度 当連結会計年度
前年同期比 

増減 
百万円 百万円 百万円 ％ 

営業収益 2,666 2,854 187 (7.0)

営業利益 208 408 199 (95.5)

 

販売受託事業におきましては、引渡戸数は減少しましたが、都心にて大規模物件の引渡しを行いま

した。 

この結果、販売受託事業の営業収益は28億５千４百万円（前年同期比7.0％増）、営業利益は４億

８百万円（前年同期比95.5％増）となりました。なお、当連結会計年度において「Brillia 有明 Sky 

Tower」（東京都江東区）、「Brillia WELLITH 文京千駄木」（東京都文京区）、「OSAKA福島タワ

ー」（大阪市福島区）等の引渡しを行いました。 
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 （賃貸事業） 

 前連結会計年度 当連結会計年度
前年同期比 

増減 
百万円 百万円 百万円 ％ 

営業収益 11,248 11,771 522 (4.6)

営業利益 1,814 1,925 110 (6.1)

 

賃貸事業におきましては、管理戸数が増加したこと等により、営業収益は117億７千１百万円（前年

同期比4.6％増）、営業利益は19億２千５百万円（前年同期比6.1％増）となりました。 

 

 ②次期の見通し 

今後のわが国経済は、欧州を中心とした金融資本市場への不安により、世界経済の景気の減速感は

大きく、未だ楽観視できない状況にあります。 

こうした中で、当不動産流通業界におきましては、住宅取得に関する税制優遇が継続すること及び

J-REITの公募増資が増加傾向にあること等により、新築マンション市場や不動産投資市場を中心に、

回復基調が継続するものと思われます。 

このような情勢のもと、当社グループは、情報基盤と顧客基盤の一層の拡大により収益力の強化を

図るとともに、顧客評価の向上を目指してまいる所存であります。 

仲介事業におきましては、法人仲介の営業基盤の拡大を目指して、東京建物グループの窓口として

CRE営業の強化等に注力するため、ソリューション営業本部を新設し、企業へのアプローチを更に強化

してまいります。また、「Brillia認定中古マンション制度」の開始により、「Brillia」の中古流通

市場における仲介シェアを高めることで、引き続き住宅流通マーケットへの取り組みを強化してまい

ります。 

アセットソリューション事業におきましては、販売用不動産の売却活動を強化しつつ、仲介店舗と

の連携による小口買取仲介を促進させるとともに、リスク管理を徹底して、大型案件の買取仲介も引

き続き実施してまいります。 

販売受託事業におきましては、株式会社東京建物アメニティサポートと連携し、顧客満足度の向上

に努めてまいります。また、東京建物株式会社以外からの販売受託にも積極的に取り組んでまいりま

す。なお、次期につきましては「Brillia大井町LA VIE EN TOWER」（東京都品川区）、「ザ・タワー

レジデンス大塚」（東京都豊島区）、「Brillia高槻セントラルプレイス」（大阪府高槻市）等を引渡

す予定であります。 

賃貸事業におきましては、引き続き都区部を中心に賃貸管理業務の受託に注力し、事業規模の拡大

に努めるとともに、株式会社東京建物アメニティサポートと協業を深めることで、ソフトとハードの

両面から業務の効率化を図ってまいります。また、社宅管理代行の受託への取り組みを強化し、管理

戸数の拡大に向け活動してまいります。なお、株式会社東京建物アメニティサポートについては、ビ

ル清掃事業、マンション管理事業を強化し、事業規模の拡大を目指してまいります。 

以上により、次期の業績につきましては、営業収益は248億円、営業利益は23億円、経常利益は19億

円、当期純利益は10億円を見込んでおります。 
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 （連結） 

 当連結会計年度 業績予想 前年同期比増減 
百万円 百万円 百万円 ％ 

営業収益 24,426 24,800 373 (1.5) 

営業利益 2,240 2,300 59 (2.7) 

経常利益 1,890 1,900 9 (0.5) 

当期純利益 1,321 1,000 △321 (△24.3) 

 

 

(2)財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

資産合計は、前連結会計年度末に比べて３億８千９百万円増加して、500億５千５百万円となりま

した。これは主として、販売用不動産が売却等により21億５千万円減少した一方、現金及び預金が

16億４千７百万円増加したこと及び有形固定資産が取得等により10億１千６百万円増加したことに

よるものであります。 

負債合計は、前連結会計年度末と比べて４億４百万円減少して、382億３千７百万円となりました。

これは主として、受託預り金が12億７千６百万円増加した一方、借入金が17億７千２百万円減少し

たことによるものであります。 

純資産合計は、前連結会計年度末と比べて７億９千４百万円増加して、118億１千８百万円となり

ました。これは主として、剰余金の配当で４億９千３百万円減少した一方、当期純利益を13億２千

１百万円計上したことによるものであります。 

なお、自己資本比率は23.6％（前連結会計年度末比1.4ポイント増）となりました。 

また１株当たり純資産額は287円62銭（前連結会計年度末比19円32銭の増加）となりました。 
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 ②キャッシュ・フローの状況 

 前連結会計年度 当連結会計年度
前年同期比 

増減 
百万円 百万円 百万円

  営業活動によるキャッシュ・フロー 6,881 4,908 △1,972 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 5,199 △994 △6,194 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △12,534 △2,266 10,268 

  現金及び現金同等物の期末残高 2,709 4,356 1,647 

 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べて16億４千７百万円増加し、43億５千６百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。  

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動により得られた資金は、49億８百万円（前年同期比19億７千

２百万円の減少、28.7％減）となりました。これは主として、税金等調整前当期純利益17億８千

３百万円の計上及びたな卸資産19億５千４百万円の減少により、資金を得たことによるものであ

ります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動により使用した資金は、９億９千４百万円（前年同期は51億

９千９百万円の収入）となりました。これは主として、株主に対する貸付金８億７百万円を回収

した一方、有形及び無形固定資産の取得により14億７千２百万円を支出したことによるものであ

ります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動により使用した資金は、22億６千６百万円（前年同期比102億

６千８百万円の減少、81.9％減）となりました。これは、借入金が17億７千２百万円（純額）減

少したこと及び配当金支払い４億９千４百万円によるものであります。 
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 なお、当社グループのキャッシュ・フロー関連指標の推移は、以下のとおりであります。 

 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期 平成23年12月期 

自己資本比率（％） 19.2 15.8 22.2 23.6

時価ベースの自己資本比率（％） 11.1 19.3 22.8 17.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） － 11.7 3.7 4.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 5.0 13.8 12.2

（注）１ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。  

      自己資本比率：自己資本／総資産 

      時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

      キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

      インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

       ・株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

       ・営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動 

        によるキャッシュ・フロー及び利息の支払額を用いております。 

       ・有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全 

        ての負債を対象としております。 

   ２ キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、 

     平成20年12月期におきましては、主としてたな卸資産の増加に伴い、営業キャッシュ・ 

     フローがマイナスとなったため記載しておりません。 

 

 

(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 配当政策については、経営環境、事業展開及び業績の推移等を総合的に勘案の上、経営基盤並びに財

務体質の強化を図るとともに、株主の皆様に対する利益還元に努めていくことを基本方針としておりま

す。 

 当期については、業績等を勘案して、１株当たり年間配当８円（中間配当４円）を予定しております。 

 次期については、１株当たり年間配当８円（中間配当４円）を予定しております。 
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２．企業集団の状況 

当社グループは、当社及び子会社６社で構成され、不動産の仲介、アセットソリューション、販売

受託、賃貸を主な事業の内容とする総合不動産流通グループであります。 

当社の親会社は東京建物株式会社であり、当社は同社が開発・分譲するマンション、戸建住宅等を

同社より委託を受けて販売しております。また、当社は同社より本店及び仲介店舗等を賃借しており

ます。 

当連結会計年度において、子会社であったプライムスクエア自由が丘合同会社及び東新宿ホールデ

ィング合同会社を清算結了しております。 

当社グループの業務にかかる位置づけ及びセグメントとの関連は以下のとおりであります。なお、

セグメントと同一の区分であります。 

 

(仲介事業) 

当社は、首都圏及び関西圏を中心として、不動産の売買仲介、賃貸仲介及び土地の有効利用等のコ

ンサルティングなどの仲介業務を行っております。主力である法人仲介（ホールセール）におきまし

ては、事業法人等の資産売却・購入、収益不動産等の売買仲介等を行っております。個人仲介（リテ

ール）におきましては、主として中古戸建・中古マンションの売買仲介を行っております。 

 

(アセットソリューション事業) 

当社及び子会社は、法人仲介等において不動産情報を入手し、価値の増加が見込まれると判断した

不動産を取得し、付加価値を向上させて再販する買取仲介業務を行っております。なお、販売用不動

産等の取得に際しては、ＳＰＶ（※）を利用する場合があります。 

また、当社は、収益不動産等に投資するファンドに一部出資し、賃貸収入及び売却益を配当により

受け取るとともに、ファンドによる収益不動産等の購入時及び売却時における仲介機会の獲得を図っ

ております。 

※ＳＰＶ（Special Purpose Vehicle）：特別目的会社等の様々な形態により証券化、借入あるいは投資を受け

るための媒体。 

 

(販売受託事業) 

当社は、首都圏及び関西圏を中心として、東京建物株式会社をはじめとするデベロッパー等が開

発・分譲するマンション・戸建住宅等の販売代理及び販売受託業務を行っております。 

 

(賃貸事業) 

当社及び子会社は、首都圏及び関西圏を中心として、不動産の賃貸業務、転貸業務（サブリース）、

オーナーや管理組合等から受託したマンション等の管理業務、社宅管理代行業務及び清掃業務等を行

っております。 
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事業の系統図は、以下のとおりであります。 
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関係会社の状況は以下のとおりであります。 

(1)親会社 

 (注)同社は有価証券報告書を提出しております。 

 

(2)連結子会社 

 (注)１ 連結子会社の主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。 

 (注)２ 特定子会社であります。  

 (注)３ 株式会社東京建物アメニティサポートについては、営業収益（連結会社相互間の内部営業収益を除く）の 

     連結営業収益に占める割合が10％を超えております。 

        主要な損益情報等 ①営業収益  7,794,739千円 

                 ②経常利益   971,781千円 

                 ③当期純利益  540,516千円 

                 ④純資産額  4,217,692千円 

                 ⑤総資産額  5,174,387千円 

 

 名称 住所 
資本金 

(千円) 

主要な事業 

の内容 

議決権の所有

〔被所有〕

割合(％) 

関係内容 

 東京建物株式会社 
東京都

中央区 
92,451,442 不動産業 〔75.8〕

同社が供給する住宅等の販

売受託等 

役員の兼任 １名 

 名称 住所 
資本金 

(千円) 

主要な事業 

の内容 

(注)１ 

議決権の所有

〔被所有〕

割合(％) 

関係内容 

 株式会社東京建物アメニテ

ィサポート 

(注)２(注)３ 

東京都

墨田区 
100,000 賃貸事業 100.0

マンション管理業務等 

役員の兼任 １名 

 日本レンタル保証株式会社
東京都

渋谷区 
50,000 賃貸事業 100.0

賃貸保証業務 

役員の兼任 ３名 

 東仙台特定目的会社 

(注)２ 

東京都

中央区 
710,000

アセットソリュ
ーション事業

100.0
同社資産の管理運営業務等

役員の兼任 ２名 

 八重洲アセット合同会社 
東京都

中央区 
200 賃貸事業 100.0

同社資産の管理運営業務等

役員の兼任 １名 

 ＭＥＴＳ１特定目的会社 

(注)２ 

東京都

中央区 
3,300,100 賃貸事業 100.0

同社資産の管理運営業務等

役員の兼任 ２名 

 ＭＥＴＳ２特定目的会社 

(注)２ 

東京都

中央区 
1,350,100 賃貸事業 100.0

同社資産の管理運営業務等

役員の兼任 ２名 

東京建物不動産販売㈱(3225)平成23年12月期決算短信

-10-



３．経営方針 

(1)会社の経営の基本方針 

 当社グループは、常にお客様の立場に立ってレベルの高い行き届いたサービスを創出し、提供し続け

ることによってお客様から幅広く継続して厚い信頼・高い評価を頂き、「お客様評価No.1の総合不動産

流通企業」として社会に広く認められる企業を目指しております。 

 

(2) 中期的な会社の経営戦略及び目標とする経営指針、対処すべき課題 

 当社グループは、平成24年12月期から平成26年12月期までの中期経営計画を下記の通り策定すること

といたしました。 

 ①基本方針 

   付加価値の高いサービス提供とバリューチェーンの構築 

   東京建物グループの顧客最前線企業として幅広いサービスをカバー 
 ②数値目標 

 平成26年12月期 平成23年12月期比 

営業収益 280億円 ＋35億円（14.6％）

営業利益 28億円 ＋５億円（25.0％）

経常利益 25億円 ＋６億円（32.3％）

当期純利益 14億円 ＋0.7億円（6.0％）

 ③重点施策 

     ・東京建物グループ全体のCRE事業の窓口として不動産ソリューションを提供 

     ・マンションブランド「Brillia」のクオリティを仲介・販売受託・マンション管理で実現 

     ・ターゲットを絞り、当社の強みを活かした顧客の取り込み、施策の展開 

     ・事業本部間連携でのシナジーによるビジネス強化 

 ④具体的戦略 

   ア）仲介事業 ： 選択と集中による事業展開 

     ・芙蓉グループを中心としたCRE戦略の強化 

     ・東京建物既分譲マンションの仲介シェアを上げる等、顧客の囲い込み 

   イ）アセットソリューション事業 ： 資産の入替えによる安定的収益確保 

     ・レジデンシャルを中心とした10～20億の大型投資実施 

     ・販売用不動産残高は現在と同水準を維持 

   ウ）販売受託事業 ： Brilliaのサービスノウハウをグループ外受託でも活用 

     ・大型案件引渡しに向け、顧客サービスの一層強化 

     ・グループ外受託の営業強化 

   エ）賃貸事業 ： 積極的に事業規模拡大 

     ・社宅管理代行サービスの受託強化 

     ・高齢者向け賃貸住宅ノウハウの蓄積と新規受注獲得強化 

     ・マンション管理サービスの品質向上 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,709,354 4,356,961

営業未収入金 732,506 639,724

販売用不動産 ※１, ※４  21,543,869 ※１  19,393,531

未成業務支出金 786,421 978,439

繰延税金資産 754,696 534,994

株主に対する短期貸付金 1,406,623 598,821

その他 857,981 ※１  1,180,428

貸倒引当金 △20,021 △16,867

流動資産合計 28,771,431 27,666,033

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１  9,547,042 ※１  10,838,322

減価償却累計額 △2,319,922 △2,604,708

建物（純額） 7,227,119 8,233,614

土地 ※１  7,555,839 ※１  7,555,839

その他 303,416 360,714

減価償却累計額 △211,263 △258,257

その他（純額） 92,153 102,457

有形固定資産合計 ※４  14,875,111 15,891,911

無形固定資産 234,170 264,540

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１  3,529,637 ※１  3,791,077

繰延税金資産 599,334 611,626

敷金及び保証金 1,608,232 1,773,911

その他 56,074 56,279

貸倒引当金 △7,746 －

投資その他の資産合計 5,785,532 6,232,895

固定資産合計 20,894,815 22,389,347

資産合計 49,666,247 50,055,380
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 632,945 566,009

短期借入金 ※１  10,421,127 ※１  11,356,000

未払法人税等 249,085 126,873

賞与引当金 83,042 85,239

役員賞与引当金 63,850 63,850

前受金 974,076 955,421

受託預り金 2,251,363 3,527,933

預り金 1,369,219 1,708,336

その他 1,148,726 ※１  1,004,616

流動負債合計 17,193,437 19,394,281

固定負債   

社債 ※１  200,000 －

長期借入金 ※１  14,852,500 ※１  12,145,500

退職給付引当金 1,372,670 1,487,817

役員退職慰労引当金 123,672 109,360

長期預り敷金保証金 4,894,773 5,100,407

その他 5,286 －

固定負債合計 21,448,901 18,843,084

負債合計 38,642,339 38,237,366

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,108,506 3,108,506

資本剰余金 6,415,055 6,415,055

利益剰余金 1,478,302 2,306,991

自己株式 △60 △60

株主資本合計 11,001,804 11,830,493

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 22,103 △12,479

その他の包括利益累計額合計 22,103 △12,479

純資産合計 11,023,907 11,818,013

負債純資産合計 49,666,247 50,055,380
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業収益 27,444,296 24,426,515

営業原価 ※1  22,885,239 ※1  20,446,156

営業総利益 4,559,057 3,980,358

販売費及び一般管理費 ※2  1,743,046 ※2  1,740,191

営業利益 2,816,010 2,240,167

営業外収益   

受取利息 41,318 13,737

受取配当金 － 14,677

受取社宅負担金 － 5,553

受取保険配当金 － 4,101

その他 20,348 8,942

営業外収益合計 61,666 47,012

営業外費用   

支払利息 510,566 393,301

その他 2,300 3,710

営業外費用合計 512,867 397,011

経常利益 2,364,809 1,890,167

特別利益   

固定資産売却益 － ※3  22,541

役員退職慰労引当金戻入額 17,250 －

特別利益合計 17,250 22,541

特別損失   

固定資産除却損 ※4  53,324 ※4  5,549

減損損失 ※5  37,098 ※5  1,298

投資有価証券評価損 494,307 －

災害による損失 － ※6  92,981

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 25,402

その他 － 4,000

特別損失合計 584,730 129,232

税金等調整前当期純利益 1,797,329 1,783,476

法人税、住民税及び事業税 453,024 229,895

法人税等調整額 33,751 231,831

法人税等合計 486,776 461,727

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,321,749

当期純利益 1,310,552 1,321,749
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 連結包括利益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,321,749

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △34,582

その他の包括利益合計 － ※２  △34,582

包括利益 － ※１  1,287,166

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 1,287,166

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,108,506 3,108,506

当期末残高 3,108,506 3,108,506

資本剰余金   

前期末残高 6,415,055 6,415,055

当期末残高 6,415,055 6,415,055

利益剰余金   

前期末残高 373,192 1,478,302

当期変動額   

剰余金の配当 △205,442 △493,060

当期純利益 1,310,552 1,321,749

当期変動額合計 1,105,110 828,688

当期末残高 1,478,302 2,306,991

自己株式   

前期末残高 △53 △60

当期変動額   

自己株式の取得 △6 －

当期変動額合計 △6 －

当期末残高 △60 △60

株主資本合計   

前期末残高 9,896,700 11,001,804

当期変動額   

剰余金の配当 △205,442 △493,060

当期純利益 1,310,552 1,321,749

自己株式の取得 △6 －

当期変動額合計 1,105,104 828,688

当期末残高 11,001,804 11,830,493
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,087 22,103

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21,016 △34,582

当期変動額合計 21,016 △34,582

当期末残高 22,103 △12,479

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 1,087 22,103

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21,016 △34,582

当期変動額合計 21,016 △34,582

当期末残高 22,103 △12,479

純資産合計   

前期末残高 9,897,787 11,023,907

当期変動額   

剰余金の配当 △205,442 △493,060

当期純利益 1,310,552 1,321,749

自己株式の取得 △6 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21,016 △34,582

当期変動額合計 1,126,120 794,105

当期末残高 11,023,907 11,818,013
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,797,329 1,783,476

減価償却費 371,891 424,621

災害損失 － 92,981

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 25,402

減損損失 37,098 1,298

引当金の増減額（△は減少） 198,540 92,132

受取利息及び受取配当金 △45,244 △28,414

支払利息及び社債利息 510,566 393,301

投資有価証券評価損益（△は益） 494,307 －

固定資産除売却損益（△は益） 53,324 △16,991

売上債権の増減額（△は増加） △161,359 101,519

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,137,891 1,954,163

仕入債務の増減額（△は減少） 24,486 △66,935

前受金の増減額（△は減少） 364,999 △18,654

受託預り金の増減額（△は減少） △2,438,965 1,276,570

預り金の増減額（△は減少） △168,963 339,117

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 83,002 △191,080

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △283,026 205,634

未払又は未収消費税等の増減額 559,964 △644,031

その他 378,765 △90,384

小計 7,914,608 5,633,727

利息及び配当金の受取額 45,255 28,418

利息の支払額 △499,692 △401,853

法人税等の支払額 △711,601 △540,139

法人税等の還付額 132,715 261,979

災害損失の支払額 － △73,689

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,881,285 4,908,442

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △264,889 △1,472,559

有形及び無形固定資産の売却による収入 － 52,196

投資有価証券の取得による支出 △967,815 △402,936

投資有価証券の売却及び償還による収入 967,200 25,120

関係会社貸付金の回収による収入 4,038,000 －

ＣＭＳによる短期貸付金の純増減額（△は増加） 1,449,613 807,802

その他 △22,176 △4,078

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,199,931 △994,455

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △12,300,000 －

長期借入れによる収入 8,800,000 9,500,000

長期借入金の返済による支出 △8,829,505 △11,272,127

配当金の支払額 △205,484 △494,252

その他 △6 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,534,996 △2,266,380

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △453,779 1,647,606

現金及び現金同等物の期首残高 3,163,133 2,709,354

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,709,354 ※1  4,356,961
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(5) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 
 
 
 
 

(1) 連結子会社の数  ８社 
連結子会社の名称 

株式会社東京建物アメニティサ
ポート 
日本レンタル保証株式会社 
東仙台特定目的会社 
八重洲アセット合同会社 
プライムスクエア自由が丘合同
会社 
東新宿ホールディング合同会社
ＭＥＴＳ１特定目的会社 
ＭＥＴＳ２特定目的会社 

前連結会計年度において連結しており
ました合同会社鷺沼パークヒルズ及び
プレミオアルファ１特定目的会社につ
いては、当連結会計年度に清算結了し
たことにより連結の範囲から除外して
おります。 

(1) 連結子会社の数  ６社 
連結子会社の名称 

株式会社東京建物アメニティサ
ポート 
日本レンタル保証株式会社 
東仙台特定目的会社 
八重洲アセット合同会社 
ＭＥＴＳ１特定目的会社 
ＭＥＴＳ２特定目的会社 

 
 
 
前連結会計年度において連結しており
ましたプライムスクエア自由が丘合同
会社及び東新宿ホールディング合同会
社については、当連結会計年度に清算
結了したことにより連結の範囲から除
外しております。 

 (2) 開示対象特別目的会社 
開示対象特別目的会社の概要、開示対
象特別目的会社を利用した取引の概要
及び開示対象特別目的会社との取引金
額等については、「開示対象特別目的
会社関係」として記載しております。

(2) 開示対象特別目的会社 
  同左 

２ 持分法の適用に関する事
項 

非連結子会社及び関連会社に該当する
会社がないため、該当事項はありませ
ん。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等
に関する事項 

連結子会社のうち、東仙台特定目的会
社の決算日は６月30日であります。 
連結財務諸表の作成に当たっては連結
決算日現在で実施した仮決算に基づく
財務諸表を使用しております。なお、
その他の連結子会社の事業年度の末日
は、連結決算日と一致しております。

同左 

４ 会計処理基準に関する事
項 

 (1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

 
 
①有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時
価法(評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定) 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

なお、債券のうち取得原価と債券
金額との差額の性格が金利の調整
と認められるものについては、償
却原価法(定額法)により原価を算
定しております。 

 
 
①有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 
 
 
 

時価のないもの 
同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

 ②たな卸資産 
販売用不動産 
個別法による原価法（収益性の低
下による簿価切下げの方法） 
賃貸中の販売用不動産については
固定資産に準じて減価償却を行っ
ております。 

②たな卸資産 
販売用不動産 
同左 

 未成業務支出金 
個別法による原価法（収益性の低
下による簿価切下げの方法） 

未成業務支出金 
同左 

 (2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）
建物        定額法 
その他       定率法 
なお、耐用年数については、法人税
法に規定する方法と同一の基準によ
っております。 

①有形固定資産（リース資産を除く）
同左 

 ②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法 
なお、自社利用のソフトウエアにつ
いては、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を採用してお
ります。 

②無形固定資産（リース資産を除く）
同左 

 (3) 重要な引当金の計上基
準 

①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。 

①貸倒引当金 
同左 

 ②賞与引当金 
従業員に対する賞与の支出に充て
るため、支給見込額のうち当連結
会計年度負担分を計上しておりま
す。 

②賞与引当金 
同左 

 ③役員賞与引当金 
役員に対する賞与の支出に充てる
ため、支給見込額のうち当連結会
計年度負担分を計上しておりま
す。 

③役員賞与引当金 
同左 

 ④退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職給
付債務の見込額に基づき計上して
おります。 
過去勤務債務については、その発
生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）
に基づく定額法による按分額を費
用処理しております。 
数理計算上の差異については、そ
の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（10
年）に基づく定額法による按分額
をその発生の翌連結会計年度から
費用処理しております。 

④退職給付引当金 
同左 

 ⑤役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備える
ため、内規に基づく当連結会計年
度末における要支給額を計上して
おります。 

⑤役員退職慰労引当金 
同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

 (4) 重要なヘッジ会計の方
法 

①ヘッジ会計の方法 
原則として、繰延ヘッジ処理を採
用しております。なお、金利スワ
ップについては、特例処理の要件
を満たしているため、特例処理を
採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段……金利スワップ 
ヘッジ対象……借入金の利息 

③ヘッジ方針 
借入金の金利変動リスクを回避す
る目的で金利スワップ取引を行っ
ております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 
金利スワップの特例処理の要件を満
たしているため、有効性の判定を省
略しております。 

①ヘッジ会計の方法 
 同左 
 
 
 
 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
 同左 
 
③ヘッジ方針 
 同左 
 
 
④ヘッジ有効性評価の方法 
 同左 
 

 (5) 連結キャッシュ・フロ
ー計算書における資金
の範囲 

───────────── 手許現金、要求払預金及び容易に換金
可能であり、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない取得日か
ら３ヵ月以内に償還期限の到来する短
期投資であります。 

 (6) その他連結財務諸表作
成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

───────────── 

①消費税等の会計処理 
同左 

②連結納税制度の適用 
当連結会計年度より、連結納税制度
を適用しております。  

５ 連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項 

全面時価評価法によっております。 
 

───────────── 

６ 連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲 

手許現金、要求払預金及び容易に換金
可能であり、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない取得日か
ら３ヵ月以内に償還期限の到来する短
期投資であります。 

───────────── 

 

 

 

(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

会計処理の変更 

 

前連結会計年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

───────────── 

 

（資産除去債務に関する会計基準等） 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基
準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び
「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用
しております。 

なお、これによる当連結会計年度の営業利益及び経常利
益は6,481千円、税金等調整前当期純利益は31,883千円
それぞれ減少しております。 
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表示方法の変更 

 

前連結会計年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

（連結損益計算書） 

「支払手数料」は、前連結会計年度において区分掲記し
ておりましたが、その金額が僅少となったため、当連結
会計年度より営業外費用の「その他」に含めて表示して
おります。 

なお、当連結会計年度における「支払手数料」は2,300
千円であります。 

（連結損益計算書） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基
準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づ
き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成
21年３月24日 内閣府令第５号)を適用し、「少数株主
損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。  

 

「受取配当金」は前連結会計年度において、営業外収益
の「その他」に含めて表示しておりましたが、重要性が
増したため当連結会計年度より区分掲記しております。

なお、前連結会計年度における「受取配当金」は、
3,926千円であります。 

 

「受取社宅負担金」は前連結会計年度において、営業外
収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、重要
性が増したため当連結会計年度より区分掲記しておりま
す。 

なお、前連結会計年度における「受取社宅負担金」は、
4,605千円であります。 

 

「受取保険配当金」は前連結会計年度において、営業外
収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、開示
の明瞭性を高めるため当連結会計年度より区分掲記して
おります。 

なお、前連結会計年度における「受取保険配当金」は、
1,837千円であります。 

 

追加情報 

 

前連結会計年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

───────────── (包括利益の表示に関する会計基準) 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基
準」(企業会計基準第25号 平成22年６月30日)を適用し
ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び
「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金
額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合
計」の金額を記載しております。 

 

東京建物不動産販売㈱(3225)平成23年12月期決算短信

-22-



(8) 連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

 

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

※１ 担保に供している資産及び対応する債務は以下
のとおりであります。 

(担保に供している資産) 

販売用不動産 15,021,036千円

建物 6,111,933千円

土地 7,033,396千円

投資有価証券(注) 74,134千円

計 28,240,500千円

  

※１ 担保に供している資産及び担保に係る債務は以
下のとおりであります。 

(担保に供している資産) 

販売用不動産 7,043,368千円

流動資産その他(注) 58,487千円

建物 5,961,407千円

土地 7,033,396千円

投資有価証券(注) 15,041千円

計 20,111,700千円
 

(担保に係る債務) 

短期借入金 8,268,127千円

社債 200,000千円

長期借入金 9,929,000千円

計 18,397,127千円

(注)宅地建物取引業法に基づく営業保証金として
国債を東京法務局に供託しております。 

(担保に係る債務) 

短期借入金 8,861,000千円

流動負債その他 200,000千円

長期借入金 4,868,000千円

計 13,929,000千円

(注)宅地建物取引業法に基づく営業保証金として
国債を東京法務局に供託しております。 

２ 偶発債務 ２ 偶発債務 

（1）保証債務 9,100,927千円

(注)抵当権設定登記完了までの販売受託物件購入
者の住宅ローン及び仲介物件購入者の住宅ロ
ーンに対するものであります。 

(1）保証債務 4,200,729千円

(注)抵当権設定登記完了までの販売受託物件購入
者の住宅ローン及び仲介物件購入者の住宅ロ
ーンに対するものであります。 

（2）売買予約 3,025,500千円

(注)出資先の不動産等に対するものであります。

(2）売買予約 3,025,500千円

(注)出資先の不動産等に対するものであります。

３ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行８行と当座貸越契約を締結して
おります。 

また、当社グループは東京建物株式会社が導入
しているＣＭＳ（貸出コミットメント）に参加
しております。 

これらに基づく当連結会計年度末における当座
貸越契約及び貸出コミットメントにかかる借入
金未実行残高等は以下のとおりであります。 

当座貸越極度額及び 
貸出コミットメントの総額 

32,000,000千円

貸出実行残高 －千円

差引額 32,000,000千円
 

３ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行７行と当座貸越契約を締結して
おります。 

また、当社グループは東京建物株式会社が導入
しているＣＭＳ（貸出コミットメント）に参加
しております。 

これらに基づく当連結会計年度末における当座
貸越契約及び貸出コミットメントにかかる借入
金未実行残高等は以下のとおりであります。 

当座貸越極度額及び 
貸出コミットメントの総額 

31,500,000千円

貸出実行残高 －千円

差引額 31,500,000千円
 

※４ 販売用不動産237,884千円を保有目的の変更によ
り、有形固定資産に振り替えております。 

───────────── 
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（連結損益計算書関係） 

 

前連結会計年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性
の低下による簿価切下額 

営業原価 350,342千円
 

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性
の低下による簿価切下額 

営業原価 119,133千円
 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの 

給料手当及び賞与 477,712千円

退職給付費用 31,524千円

賞与引当金繰入額 8,651千円

役員退職慰労引当金繰入額 34,951千円

役員賞与引当金繰入額 63,850千円

賃借料 250,265千円

貸倒引当金繰入額 9,449千円
 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの 

給料手当及び賞与 451,933千円

退職給付費用 37,548千円

賞与引当金繰入額 8,106千円

役員退職慰労引当金繰入額 31,288千円

役員賞与引当金繰入額 63,850千円

賃借料 234,057千円

貸倒引当金繰入額 3,227千円
 

───────────── ※３ 固定資産売却益の内訳 

建物 22,179千円

その他 361千円

計 22,541千円
 

※４ 固定資産除却損の内訳  

建物 51,629千円

その他 1,695千円

計 53,324千円
 

※４ 固定資産除却損の内訳  

建物 5,448千円

その他 101千円

計 5,549千円
 

※５ 減損損失 

当社グループは、当社グループの管理会計制度

上で定めるキャッシュ・フロー生成単位をもと

に資産のグルーピングを行っております。その

グルーピングに基づき、営業活動から生ずる損

益が継続してマイナスである部支店等（東京都

新宿区他）について、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に37,098千円計上しました。その内訳は、

建物31,934千円及びその他資産5,163千円であ

ります。 

なお、これらの回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、売却予定価額により評価し

ております。 

※５ 減損損失 

当社グループは、当社グループの管理会計制度

上で定めるキャッシュ・フロー生成単位をもと

に資産のグルーピングを行っております。その

グルーピングに基づき、営業活動から生ずる損

益が継続してマイナスである部支店等（東京都

目黒区他）について、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に1,298千円計上しました。その内訳は、

建物959千円及びその他資産338千円でありま

す。 

なお、これらの回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、売却予定価額により評価し

ております。 

 ───────────── 
 

※６ 災害による損失 

東日本大震災による損失額であり、内訳は次の
とおりであります。 

保有不動産の補修費用 92,981千円
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（連結包括利益計算書関係） 

当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

親会社株主に係る包括利益 1,331,568千円

少数株主に係る包括利益 －千円

計 1,331,568千円

 

※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

その他有価証券評価差額金 21,016千円

計 21,016千円
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

 前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 41,088,508 － － 41,088,508

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 100 21 － 121

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成22年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 205,442 ５ 平成21年12月31日 平成22年３月30日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

平成23年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 328,707 ８ 平成22年12月31日 平成23年３月30日

 

東京建物不動産販売㈱(3225)平成23年12月期決算短信

-26-



当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 41,088,508 － － 41,088,508

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 121 － － 121

 

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成23年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 328,707 ８ 平成22年12月31日 平成23年３月30日

平成23年８月３日 
取締役会 

普通株式 164,353 ４ 平成23年６月30日 平成23年９月２日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

平成24年３月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 164,353 ４ 平成23年12月31日 平成24年３月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

前連結会計年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 2,709,354千円

現金及び現金同等物 2,709,354千円
 

現金及び預金 4,356,961千円

現金及び現金同等物 4,356,961千円
 

 ２ 重要な非資金取引の内容 

   販売用不動産237,884千円を保有目的の変更によ
り、有形固定資産に振り替えております。 

───────────── 
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（セグメント情報等） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 

 
仲介事業 

(千円) 

アセットソ
リューショ
ン事業 

(千円) 

販売受託
事業 

(千円) 

賃貸事業

(千円) 
計 

(千円) 

消去又は 

全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 営業収益及び 
営業損益 

   

  営業収益    

 (1）外部顧客に 
対する営業収益 

2,904,001 10,625,071 2,666,735 11,248,488 27,444,296 － 27,444,296

 (2）セグメント間の 
内部営業収益 
又は振替高 

204,661 － 12,491 51,978 269,132 (269,132) －

計 3,108,662 10,625,071 2,679,227 11,300,466 27,713,428 (269,132) 27,444,296

  営業費用 2,600,252 9,107,373 2,470,563 8,965,955 23,144,144 1,484,140 24,628,285

  営業利益 508,410 1,517,698 208,664 2,334,511 4,569,283 (1,753,272) 2,816,010

Ⅱ 資産、減価償却費、 
減損損失及び資本的 
支出 

   

  資産 260,232 26,129,626 1,530,962 18,180,908 46,101,730 3,564,516 49,666,247

  減価償却費 8,448 4,500 28,472 309,939 351,361 20,530 371,891

  減損損失 37,098 － － － 37,098 － 37,098

  資本的支出 46,833 760 37,106 148,083 232,784 26,267 259,051

(注) １ 事業区分は、役務提供の形態別区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 仲介事業          ：不動産の仲介及びそれに付帯する業務 

(2) アセットソリューション事業 ：不動産の再販及びそれに付帯する業務 

(3) 販売受託事業        ：不動産の販売受託及びそれに付帯する業務 

(4) 賃貸事業          ：不動産の賃貸・賃貸管理及びそれに付帯する業務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,743,046千円であり、主な

ものは、連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,569,516千円であり、主なものは、連結

財務諸表提出会社の現金及び預金、短期貸付金、繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。 

５ 当連結会計年度において、販売用不動産237,884千円を保有目的の変更により、有形固定資産に振り替

えております。この結果、賃貸事業の資産が同額増加し、アセットソリューション事業の資産が同額減

少しております。なお、この振り替えによる賃貸事業の資産の増加額は、資本的支出に含めておりませ

ん。 

 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 連結会社が本邦以外の国又は地域に存在しないため、記載しておりません。 

 

【海外売上高】  

 前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 連結会社が本邦以外の国又は地域における売上を有しないため、記載しておりません。 
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【セグメント情報】 

１ 報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、不動産の仲介、アセットソリューション、販売受託、賃貸を主な事業とし、さらに各事業に

関連した付帯サービス等の事業活動を展開しております。報告セグメントについては、不動産の「仲介事業」、

「アセットソリューション事業」、「販売受託事業」、「賃貸事業」としております。 

「仲介事業」は不動産の仲介及びそれに付帯する業務、「アセットソリューション事業」は不動産の再販及び

それに付帯する業務、「販売受託事業」は不動産の販売受託及びそれに付帯する業務、「賃貸事業」は不動産

の賃貸・管理及びそれに付帯する業務を行っております。 

 

２ 報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。 

報告セグメントの利益又は損失（△）は、営業損益ベースの数値であります。セグメント間の内部営業収益又

は振替高は市場実勢価格に基づいております。 

 

３ 報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 

 
仲介事業 
(千円) 

アセットソ
リューショ
ン事業 
(千円) 

販売受託
事業 
(千円) 

賃貸事業
(千円) 

計 
(千円) 

調整額 
(千円) 
(注)１ 

連結財務諸
表計上額
(千円) 
(注)２ 

営業収益   

  外部顧客への営業
収益 

2,904,001 10,625,071 2,666,735 11,248,488 27,444,296 － 27,444,296

  セグメント間の内
部営業収益又は振
替高 

204,661 － 12,491 51,978 269,132 △269,132 －

計 3,108,662 10,625,071 2,679,227 11,300,466 27,713,428 △269,132 27,444,296

セグメント利益 508,410 1,517,133 208,664 1,814,498 4,048,706 △1,232,695 2,816,010

セグメント資産 260,232 26,129,626 1,530,962 18,180,908 46,101,730 3,564,516 49,666,247

その他の項目   

  減価償却費 8,448 4,500 28,472 309,939 351,361 20,530 371,891

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増
加額 

46,833 760 37,106 148,083 232,784 26,267 259,051

(注) １(1) セグメント利益の調整額△1,232,695千円は、各報告セグメントに配分しない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(2) セグメント資産の調整額3,564,516千円には、各報告セグメントに配分しない全社資産が含まれてお

ります。全社資産は、主に連結財務諸表提出会社の現金及び預金、短期貸付金、繰延税金資産及び管

理部門に係る資産であります。 

(3) その他の項目の減価償却費調整額20,530千円は、全社資産の償却額等であります。また、有形固定資

産及び無形固定資産の増加額の調整額26,267千円は、全社システム等への設備投資であります。 

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 

 
仲介事業 
(千円) 

アセットソ
リューショ
ン事業 
(千円) 

販売受託
事業 
(千円) 

賃貸事業
(千円) 

計 
(千円) 

調整額 
(千円) 
(注)１ 

連結財務諸
表計上額
(千円) 
(注)２ 

営業収益   

  外部顧客への営業
収益 

2,225,688 7,575,069 2,854,338 11,771,418 24,426,515 － 24,426,515

  セグメント間の内
部営業収益又は振
替高 

234,611 － 12,751 51,545 298,908 △298,908 －

計 2,460,300 7,575,069 2,867,089 11,822,964 24,725,423 △298,908 24,426,515

セグメント利益又は
損失（△） 

△53,343 1,168,576 408,016 1,925,154 3,448,403 △1,208,236 2,240,167

セグメント資産 276,310 23,854,289 1,563,957 19,511,892 45,206,450 4,848,929 50,055,380

その他の項目   

  減価償却費 14,324 1,323 36,318 347,035 399,002 25,619 424,621

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増
加額 

30,356 － 22,007 1,370,109 1,422,473 82,788 1,505,262

(注) １(1) セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,208,236千円は、各報告セグメントに配分しない全社費

用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(2) セグメント資産の調整額4,848,929千円には、各報告セグメントに配分しない全社資産が含まれてお

ります。全社資産は、主に連結財務諸表提出会社の現金及び預金、繰延税金資産及び管理部門に係る

資産であります。 

(3) その他の項目の減価償却費調整額25,619千円は、全社資産の償却額等であります。また、有形固定資

産及び無形固定資産の増加額の調整額82,788千円は、全社システム等への設備投資であります。 

２ セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

【関連情報】 

当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

１ 製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２ 地域ごとの情報 

(1) 営業収益 

本邦以外の外部顧客への営業収益がないため、該当事項はありません。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３ 主要な顧客ごとの情報 

 

顧客の名称又は氏名 営業収益(千円) 関連するセグメント名 

東京建物株式会社 2,476,925 販売受託事業、賃貸事業 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

 

 
仲介事業 
(千円) 

アセットソ
リューショ
ン事業 
(千円) 

販売受託 
事業 
(千円) 

賃貸事業 
(千円) 

計 
(千円) 

全社・消去 
(千円) 

合計 
(千円) 

減損損失 1,298 － － － 1,298 － 1,298

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

（追加情報） 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。 
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（開示対象特別目的会社関係） 

前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

当社は、事業機会の獲得及び効率的な資金調達を図ることを目的として、特別目的会社（資産流動化法上の特定目

的会社、特例有限会社及び合同会社の形態によります）に対し出資を行っており、出資比率が40％以上の特別目的

会社（１社）を開示対象としております。 

当該事業は、当社及び共同事業者による出資のほか、各金融機関からの借入等（ノンリコースローン及び特定社

債）により行われております。 

当社は、事業終了後、拠出した出資金等を適切に回収する予定であり、将来において損失が発生する場合、当社の

負担は当該出資金等の額に限定されております。 

また、いずれの特別目的会社についても、当社は議決権のある出資等は有しておらず、役員や従業員の派遣もあり

ません。 

 

 当連結会計年度における特別目的会社との取引金額等は、次のとおりであります。 

主な損益 
 

連結会計年度末残高 
（千円） 項目 金額（千円） 

出資金等 (注)１ 1,343,468 営業収益 (注)２ 11,787 

 
(注)１ 出資金等の内訳は、投資有価証券1,343,468千円であり、特定目的会社に対する優先出資証券であります。 

(注)２ 特別目的会社から受託したマネジメント業務等の報酬は営業収益として、「仲介事業」セグメントに計上

しております。 

 

 特別目的会社の直近の決算日における主な資産、負債及び純資産(単純合算)は、次のとおりであります。 

主な資産（千円） 主な負債及び純資産（千円） 

不動産 9,787,245 借入金等 (注)３ 7,000,000 

その他 342,897 出資預り金等 (注)４ 3,300,000 

  その他 △169,857 

合 計 10,130,142 合 計 10,130,142 

 
(注)３ 借入金等は、特定目的会社の特定社債であります。 

(注)４ 出資預り金等は、特定目的会社の優先資本金であります。 
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当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

当社は、事業機会の獲得及び効率的な資金調達を図ることを目的として、特別目的会社（資産流動化法上の特定目

的会社、特例有限会社及び合同会社の形態によります）に対し出資を行っており、出資比率が40％以上の特別目的

会社（１社）を開示対象としております。 

当該事業は、当社及び共同事業者による出資のほか、各金融機関からの借入等（ノンリコースローン及び特定社

債）により行われております。 

当社は、事業終了後、拠出した出資金等を適切に回収する予定であり、将来において損失が発生する場合、当社の

負担は当該出資金等の額に限定されております。 

また、いずれの特別目的会社についても、当社は議決権のある出資等は有しておらず、役員や従業員の派遣もあり

ません。 

 

 当連結会計年度における特別目的会社との取引金額等は、次のとおりであります。 

主な損益 
 

連結会計年度末残高 
（千円） 項目 金額（千円） 

出資金等 (注)１ 1,343,468 営業収益 (注)２ 11,787 

 
(注)１ 出資金等の内訳は、投資有価証券1,343,468千円であり、特定目的会社に対する優先出資証券であります。 

(注)２ 特別目的会社から受託したマネジメント業務等の報酬は営業収益として、「仲介事業」セグメントに計上

しております。 

 

 特別目的会社の直近の決算日における主な資産、負債及び純資産(単純合算)は、次のとおりであります。 

主な資産（千円） 主な負債及び純資産（千円） 

不動産 9,752,178 借入金等 (注)３ 6,000,000 

その他 673,068 出資預り金等 (注)４ 4,700,000 

  その他 △274,752 

合 計 10,425,247 合 計 10,425,247 

 
(注)３ 借入金等は、特定目的会社の特定社債であります。 

(注)４ 出資預り金等は、特定目的会社の優先資本金であります。 
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（１株当たり情報） 

 

前連結会計年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

  

１株当たり純資産額 268円30銭

１株当たり当期純利益 31円90銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

１株当たり純資産額 287円62銭

１株当たり当期純利益 32円17銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    
 

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日)

当連結会計年度 

(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日)

連結損益計算書上の当期純利益（千円） 1,310,552 1,321,749 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,310,552 1,321,749 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式の期中平均株式数（株） 41,088,397 41,088,387 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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５．その他 

営業の状況 

販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
 

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日) セグメントの名称 

営業収益(千円) 営業収益(千円) 

前年同期比 
（％） 

仲介事業 2,904,001 2,225,688 △23.4 

アセットソリューション事業 10,625,071 7,575,069 △28.7 

販売受託事業 2,666,735 2,854,338 7.0 

賃貸事業 11,248,488 11,771,418 4.6 

合計 27,444,296 24,426,515 △11.0 

(注)１ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
 

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日) 相手先 

営業収益(千円) 割合(％) 営業収益(千円) 割合(％) 

東京建物株式会社 2,955,371 10.8 2,476,925 10.1 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(仲介事業) 

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日) 区分 

件数 
（件） 

取扱高 
（千円） 

営業収益 
（千円） 

件数 
（件）

取扱高 
（千円） 

営業収益 
（千円） 

前年同期比
（％） 

首都圏 703 68,219,549 2,181,070 676 45,099,668 1,611,131 △26.1

その他 132 14,395,938 400,121 141 15,701,731 403,032 0.7

売買仲介計 835 82,615,487 2,581,191 817 60,801,399 2,014,164 △22.0

賃貸仲介計 66 － 38,892 84 － 39,928 2.7

仲介手数料計 901 － 2,620,083 901 － 2,054,092 △21.6

その他 － － 283,917 － － 171,595 △39.6

合計 － － 2,904,001 － － 2,225,688 △23.4

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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（アセットソリューション事業） 

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日) 区分 

営業収益(千円) 営業収益(千円) 

前年同期比
(％) 

販売用不動産売上高 7,596,856 5,534,388 △27.1

その他 3,028,215 2,040,681 △32.6

合計 10,625,071 7,575,069 △28.7

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

（販売受託事業） 

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日) 区分 

戸数 
（戸） 

取扱高 
（千円） 

営業収益 
（千円） 

戸数 
（戸） 

取扱高 
（千円） 

営業収益 
（千円） 

前年同期比
（％） 

首都圏 1,594 65,822,990 1,932,713 1,265 65,145,236 2,127,484 10.1

その他 509 18,040,155 593,565 539 17,901,666 573,001 △3.5

仲介手数料計 2,103 83,863,146 2,526,278 1,804 83,046,903 2,700,486 6.9

その他 － － 140,456 － － 153,852 9.5

合計 － － 2,666,735 － － 2,854,338 7.0

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 (賃貸事業) 

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 区分 

管理戸数(戸)または 
管理面積(㎡) 

営業収益 
(千円) 

管理戸数(戸)または 
管理面積(㎡) 

営業収益 
(千円) 

前年同期比
(％) 

住宅 45,167戸 住宅 51,210戸 
管理 

オフィス等 94,208㎡
6,309,331

オフィス等 94,419㎡ 
6,717,546 6.5

住宅 873戸 住宅 876戸 
賃貸 

オフィス等 19,434㎡
2,679,803

オフィス等 25,940㎡ 
2,798,381 4.4

清掃 オフィス等 677,093㎡ 1,788,640 オフィス等 735,013㎡ 1,787,154 △0.1

その他 － 470,712 － 468,336 △0.5

合計 － 11,248,488 － 11,771,418 4.6

(注) １ 管理戸数または管理面積は、期末時点の戸数または面積を記載しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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